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第２章 多治見市における自殺の現状と課題 

１ 自殺の現状 

(１)自殺者数・自殺死亡率 

 多治見市の自殺者数は、平成 30 年～令和 4 年で 93 人(男性 61 人、女性 32 人)で 5 年間の平均

は人口 10 万対で 16.88 となっており、全国 16.40、岐阜県 15.98 とくらべて高い。《表１》また、 

性別でみると、女性の自殺者の割合が増加している。国・県ともに女性割合が微増している。《表２》 

 《表 1》【自殺者数・自殺死亡率の推移】  

 

 

 

 

 

 

  

《表 2》【男女別の自殺者割合】 

 

 

 

 

 

 

 

(資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」/自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル 2023」) 

(資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」) 

※前回：平成 25～29 年合計  今回：平成 30～令和 4年合計 
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(２)年代別の状況 

男性では 80 歳以上、50 歳代、30 歳代が全国と比較して高い。 

女性では 80 歳以上、20 歳代～40 歳代が全国と比較して高い。 

男女ともに高齢者の自殺死亡率は高い。 

 

《表 3》【年代別の自殺死亡率(平成 30～令和４年合計)】 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

(３)同居人の有無 

同居人の有無は、男女とも同居人ありの自殺者割合が７割以上で、全国と比較して高い。 

 

《表 4》【同居人別の自殺者割合(平成 30～令和 4年合計)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

自殺死亡率(人口10万人対) 

(資料：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル 2023」) 

(資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」) 
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(４)職業別の状況 

職業別自殺者割合は、男性は約半数が有職者、女性は年金・雇用保険等生活者が高い。 

年金・雇用保険等生活者の自殺は男女とも全国や岐阜県と比較して高い。 

《表 5》【職業別・男女別の自殺者割合(平成 30～令和 4年合計)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」) 
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(５)原因・動機別、男女別の状況 

原因・動機別自殺者割合は、男女ともに健康問題が最も多く、国や県と比較しても割合が高い。 

 

《表 6》【原因・動機別の自殺者割合の比較(平成 30～令和 4年合計)】 
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(資料：令和３年岐阜県衛生年報) 

(６)全国の自殺者の推移 

【全国自殺者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【岐阜県年齢別死因順位(令和３年)】 
 

年代 第１位 第２位 第３位 第４位 

１５～１９歳 自殺 不慮の事故 悪性新生物 心疾患 

２０～２４歳 自殺 悪性新生物 不慮の事故 その他の新生物 

２５～２９歳 自殺 不慮の事故 心疾患 悪性新生物 

３０～３４歳 自殺 悪性新生物 不慮の事故 心疾患 

３５～３９歳 悪性新生物 自殺 不慮の事故 心疾患 

４０～４４歳 悪性新生物 心疾患 自殺 脳血管疾患 

４５～４９歳 悪性新生物 自殺 心疾患 脳血管疾患 

５０～５４歳 悪性新生物 心疾患 自殺 脳血管疾患 

５５～５９歳 悪性新生物 心疾患 自殺 脳血管疾患 

６０～６４歳 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 肝疾患 

６５～６９歳 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 不慮の事故 

７０～７４歳 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 不慮の事故 

７５～７９歳 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 不慮の事故 

８０～８４歳 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 老衰 

８５～８９歳 悪性新生物 心疾患 老衰 脳血管疾患 

９０歳以上 老衰 心疾患 悪性新生物 脳血管疾患 

 

（資料：厚生労働省自殺対策推進室作成「自殺総合対策大綱」の改定について） 
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(７)地域自殺実態プロファイル(2023)より 

【岐阜県多治見市】 

（行政区コード：212041） 

推奨される重点パッケージ 

重点パッケージ 勤務・経営 

高齢者 

生活困窮者 

 

「推奨パッケージ」は下記の「地域の自殺の特徴」の上位の３区分の性・年代等の特性と「背景にある主

な自殺の危機経路」を参考に選定している。（「主な自殺の危機経路」は、自殺実態白書 2013 に基づき、

あくまでも、該当する性・年代等の特性に応じ、全国的に見て代表的と考えられる「自殺の危機経路」を

示すものであり、提示された経路が唯一のものではない。） 

 

■地域の自殺の特徴 

多治見市の自殺者数はＨ30～Ｒ4 年合計 93 人(男性 61 人、女性 32 人)(自殺統計(自殺日・住居地)） 

 

地域の主な自殺の特徴（特別集計（自殺日・住居地、H30～Ｒ4 合計）、公表可能） 

上位５区分 
自殺者数 
5 年計 

割合 
自殺死亡率* 
(10 万対) 

背景にある主な自殺の危機経路** 

1 位:男性 40～59 歳有職同居 14 15.1％ 23.3 
配置転換→過労→職場の人間関係の
悩み＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

2 位:男性 60 歳以上無職同居 13 14.0％ 28.6 
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み
（疲れ）＋身体疾患→自殺 

3 位: 女性 60 歳以上無職独居 ９ 9.7％ 12.4 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

4 位: 男性 20～39 歳有職同居 7 7.5% 20.2 
職場の人間関係/仕事の悩み（ブラ
ック企業）→パワハラ＋過労→うつ
状態→自殺 

5 位: 男性 40～59 歳無職独居 ６ 6.5% 792.3 
失業→生活苦→借金→うつ状態→ 
自殺 

 
順位は自殺者数の多い順で、自殺者数が同数の場合は自殺死亡率の高い順とした。 
*自殺死亡率の母数（人口）は令和 2 年国勢調査を元に自殺総合対策推進センターにて推計したもの。 
**「背景にある主な自殺の危機経路」は自殺実態白書 2013（ライフリンク）を参考に推計したもの。 
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２ 第１次計画の進捗と評価 

 第１次計画では、誰も孤立することのないまちを目指して、基本目標を「地域力の強化」「教育・

啓発の推進」「相談・支援体制の充実」とし、各関係機関で継続して自殺対策事業を実施してきまし

た。また、年１回地域ネットワーク会議を開催し、関係団体等と連携を図りつつ取り組みの検討を行

うことにより効果的な自殺対策の推進を図りました。しかし、新型コロナ感染症拡大の影響等で多

くの問題が発生したことにより自殺者が増加しました。新たな悩みや不安にも対応した支援も検討

し事業展開していくことが求められます。 

 

(１)数値目標  

自殺死亡率 (人口 10万対の自殺者数） 

 
第１次計画目標 

平成 30～令和４年の平均目標 

現状 

平成 30～令和４年の平均 

自殺死亡率 13.0 以下  16.88 

 

(２)成果指標の達成状況 

基本目標１ 地域力の強化 

指標項目 第１次計画目標 令和 4年度現状 

命の門番（ゲートキーパー）研修回数 年 1回 年 1回 

命の門番（ゲートキーパー）研修受講後アンケート「悩んでいる人に 

声をかけ、話を聞こうと思う人」の割合 
80％ 93.9％ 

高齢者の孤立防止のための地域参加の促進（サロン実施箇所数） ―※ 
118 ヵ所 

※サロン活動は庁外関係機関の事業であり、多治見市は支援を行っているのみのため箇所数の目標値は設定していない 

 

基本目標２ 教育・啓発の推進 

指標項目 第１次計画目標 令和 4年度現状   

こころの体温計アクセス数 20,000 28,535 

こころの体温計チラシ等配布枚数 1,000 6,600 

SOS の出し方に関する教育(授業等)が実施された学校数 21 校 21 校 

自分なりのストレス解消法をもっている人の割合(ハッピープラン健康調査より) 74.0％以上 72.9％ 

青年期・壮年期におけるストレスを頻回に感じている人の割合 

(ハッピープラン健康調査より) 
31.8％以下 34.0％ 

睡眠に満足している人の割合(ハッピープラン健康調査より) 63.9％以上 63.6％ 

※ハッピープラン健康調査によるものは令和 3 年度 
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基本目標３ 相談・支援体制の充実 

※生活困窮者自立支援相談件数（新規受付件数）は、量的な数値で評価することが必ずしも適切ではないため目標は設定

しない 

 

 

３ 自殺対策の課題 

高齢者へのアプローチ 

 60 歳以上の自殺者の割合は 4 割以上となっています。高齢者は身体の衰えから閉じこもりや抑う

つ状態になりやすく、配偶者等との死別・離別を経験し単身暮らしの人も多く、孤立・孤独になりや

すい年代です。また、介護疲れや家族間の不和、病気など様々な問題を抱える高齢者も多く、包括的

な相談・支援の取り組みや周囲の見守りが必要です。また、高齢者の居場所づくり、生きがいづくり

を推進していくことが大切です。 

 

女性へのアプローチ 

 女性の自殺者数の割合が増加しています。女性は男性とくらべ、非正規雇用労働者の割合が高く、

子育てや介護等の家庭内の役割を担う機会が多いこと等から、社会とのつながりが弱くなり孤立・

孤独に陥りやすい状況があります。 

妊娠、出産、子育てと切れ目のない支援や、また、新型コロナウイルス感染症流行による就労困難

や経済問題、家庭環境の問題、ＤＶ、虐待など多くの課題があり、女性の生きづらさや様々な不安・

悩みに寄り添った相談支援が必要です。 

 

子ども・若者へのアプローチ 

 いじめや周囲との人間関係、交際、ＤＶ、進学や就職といった進路、家庭内の悩みや性のあり方に

おける葛藤等、子ども・若者が抱える悩みは多様かつ特有の課題があります。 

子どものこころとからだの健康づくりや生きる力を育てるための教育とともに、様々な困難やス

トレスへの対処方法を身につける教育、ＳＯＳの出し方教育、子どものＳＯＳを見逃さない教職員、

保護者等への研修を行い自殺予防に取り組む必要があります。また、ＳＮＳを活用した相談支援窓

口の周知、居場所づくりなどにも力を入れていく必要があります。 

 

 

 

指標項目 第１次計画目標 令和 4年度現状 

生活困窮者自立支援相談件数（新規受付件数） ―※ 145 

精神科医による個別相談開催回数 年 12 回 年 12 回 
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労働者へのアプローチ 

 職場の人間関係、配置転換、仕事上の悩み、長時間労働、職場でのハラスメントなど勤務にまつわ

る様々な問題で心身の疲労やストレスを感じる労働者が増えています。職場におけるメンタルヘル

ス対策の推進や相談窓口の周知及び情報提供が必要です。また、家族に対する啓発など他方面から

のアプローチなど工夫する必要があります。さらに、経営に関する相談・支援に対応することにより

職場環境の改善を図ることができ、健康経営の視点からも従業員の健康づくりを支援することは大

切です。 

 また、新型コロナウイルス感染拡大や物価高騰等の影響で経営難に陥っている事業主に対して気

づき、支援機関へつなぐなどの支援が必要です。 

 

リスクが高い人への支援 

 多重債務者や生活困窮者は経済的問題に加えて複合的に多様な問題を抱えていることが多いこと 

から、自殺に追い込まれる危険性が高くなっています。早い段階で支援につながるよう、各関係課が 

連携して相談・支援を行う必要があります。また、困っている市民が相談に訪れることができるよ 

う、更なる周知や周囲の気づきを高める必要があります（ゲートキーパー※1）。貧困層やひとり親家 

庭・障がい者などに対しては、丁寧な支援を実施し負担を軽減していくことも必要です。 

 

※１ゲートキーパー 

自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、

声をかけ、話を聴いて、必要な支援につなげ、見守る）を図ることができる

人のことで、いわば「命の門番」とも位置づけられる人のこと。 

 


